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【 現状と課題 】

○ 山梨県におけるがん検診は、一次検診の受診率が高い一方で精密検査の受診率が低く、がんの早期発見・治療の機会
を逸しているおそれ。

○ 精密検査受診率が低い要因として、①精密検査の結果が市町村に伝わっておらず、統計上「未把握」となっているこ
と、②要精密検査者へ精検機関の一覧を提示しておらず受診行動に繋がっていないことが考えられる。

過去１年

胃*1 大腸 肺

全国 (％) 42.1 45.9 49.7

山梨県 (％) 50.2 55.4 62.9

都道府県順位 ４位 ２位 ２位

がん検診受診率 40～69歳，*1胃50～69歳，*2子宮頸部20～69歳

精密検査受診率 （R3年度） 40～74歳，*3胃50～74歳，*4子宮頸部20～74歳

胃*3

大腸 肺 乳房 子宮頸部*4

（エックス線） （内視鏡）

全国（％） 80.7 93.1 71.3 83.2 90.1 77.7

山梨県（％） 80.9 48.3 70.2 83.8 84.1 76.1

過去２年

胃*1 乳房 子宮頸部*2

48.4 47.4 43.6

57.0 60.1 50.2

４位 ２位 ３位

出典：令和4年国民生活基礎調査

出典：R4年度地域保健・健康増進事業報告から山梨県において算出※都道府県順位は、国立がん研究センターがん情報サービスで都道府県数値が公表されていないため不明。

【 対策 】

精密検査の受診状況を正しく把握する体制を構築するため、５つのがん検診ごとに、以下の取組み（統一運用）を行う

○ 市町村が精検結果を把握できる仕組みの構築
（効果）・市町村が精検医療機関による報告で受診状況を把握し、未把握率の改善

・真の未受診者を対象とした効果的な勧奨の実施による受診率の向上

○ 精検医療機関の登録制度を構築、一覧の作成
（効果）・要精検者に精検医療機関を見える化することで受診率が向上



市町村

登録精検機関

一次検診機関

⑤検診結果報告

①委託契約

⑪精検結果報告書の送付

⑦精検受診
（紹介状＋精検依頼書兼結果報告書を
受診者本人が持っていく）

④結果報告・精検受診勧奨※１

（精検依頼書兼結果報告書を渡す）
※原則として４週間以内

②
受
診
勧
奨

⑨精検結果返送※３

（精検依頼書兼結果報告書）

⑫
精
検
受
診
再
勧
奨

⑩内容確認
（精検依頼書兼結果報告書に不備が
あった場合は確認を行う）

⑧精検結果報告

※1 精検依頼書兼結果報告書を、市町村と一次検診機関のいずれから渡すのか、整理しておくことが必要。
※2 精検受診勧奨・再勧奨時に、すでに登録精検医療機関を受診していることが判明した場合には、市町村から登録精検医療機関へ精検結果の送付を促す
※3 詳細な検査のために、登録精検医療機関から別の精検医療機関を紹介した場合には、その経過を一次検診機関に報告する。

受診者（住民）

⑥
結
果
報
告
・精
検
受
診
勧
奨

(

精
検
依
頼
書
兼
結
果
報
告
書
を
渡
す
）

①委託契約

②受診勧奨
（受診券・「検診を受診する方へ」の送
付）

③検診受診

⑤検診結果報告

⑥結果報告・精検受診勧奨※１※２

（精検依頼書兼結果報告書を渡す）

（⑤検査結果報告後に直ちに行う。電話、
通知、ハガキ等の方法は問わない）

⑪精検結果報告書の返却
特定郵便（対面で受取可能かつ配達送記録
が残るもの）を使用する

⑫精検受診再勧奨※２

（精検未受診者に⑥精検受診勧奨した
時を起点に原則として3ヶ月、6ヶ月、

12ヶ月のタイミングで行う。）

⑦精検受診

⑧精検結果報告

⑨
精
検
結
果
返
送

⑩
内
容
確
認

※１

※２

※３※２
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胃がん・大腸がん統一運用フローについて

統一運用フロー
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胃がん・大腸がん検診精検医療機関 登録要件

ア 上部消化管内視鏡検査が実施できること。
イ 生検が実施可能であること。
ウ 確定診断及び治療等のため、自身の施設以外で更に検査や治療が必要な場合、適切な医療機関を紹介できる
こと。

エ 日本消化器病学会、日本消化器がん検診学会、日本消化器内視鏡学会など消化器系の学会に所属する専門医
が勤務していること。又は、部会が主催する胃がん検診に関する研修会に年１回以上参加している医師が勤務
していること。

ア 全大腸内視鏡検査又は S状結腸内視鏡検査と注腸X線造影検査の併用による検査が実施できること
イ 生検が実施可能であること
ウ 確定診断及び治療等のため、自身の施設以外で更に検査や治療が必要な場合、適切な医療機関を紹介できる
こと

エ 日本消化器病学会、日本消化器がん検診学会、日本消化器内視鏡学会など消化器系の学会に所属する専門医
が勤務していること。又は、部会が主催する大腸がん検診に関する研修会に年１回以上参加している医師が勤
務していること。

胃がん

大腸がん

○令和５年度末に、制度の説明と届出を依頼する通知を上部消化管・下部消化管内視鏡を実施してい
る医療機関に発出するとともに、説明会を開催した。

○令和６年１２月末現在の登録施設数は以下のとおり。

・胃がん精密検査医療機関 61施設 ・大腸がん精密検査医療機関 40施設

○登録施設は、一覧表に取りまとめて市町村及び一次検診機関へ共有し、要精密検査者へ配布するな
ど精検受診勧奨に活用している。
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